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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会や単産に送って下さい。
森永さんを講師に３０３人＜宮城ネットの学習会＞

２月14日、仙台市民会館小ホールを会場に「たけしのＴＶタックル」でおなじみの、森永卓郎氏を招いて「消費税率引き上げを止めさせるネットワーク宮城」の学習会を開催しました。平日の午後という時間帯でしたが参加者が次々と詰めかけ、会場はほぼ満席になり参加者は３０３人に。「消費税の引き上げなしでできる福祉と年金」という講演に聞き入りました。「政府の財政危機論がいかにでたらめかよく分かった」「新自由主義論がいかに日本を食い物にしているかがよく分かって腹が立ってきた」など森永さんの話に元気が出ました。

＜宮城各界連も１月に学習会開く＞
消費税廃止宮城県各界連絡会は、1月16日参議院議員大門実紀史さんを招いて「新春学習会」を開催しました。学習会に先立ち「各界連参加代表者会議」を開催、①地域各界連の再開　②地域学習会の計画　③署名・宣伝行動計画　④署名集約と各団体の活動交流ニュースの発行など活動方針を確認しました。

「国民だまし、消費税の『偽』を斬る」という大門さんの講演は●国会情勢と消費税　●消費税の年金財言論を斬る、という二つの柱に基づいて分かりやすく解明、消費税創設から今日まで、一貫して反対運動を展開してきた各界連活動の役割と、今後の方向が見えるものでした。

いま、福田首相は「生活者・消費者重視の政治」などと装っていますが、その衣の下には「改憲と大増税」を狙う「連立」構想が見え隠れする、そんな危険な情勢がよく理解できる講演でした。

千葉県連絡会が130人で学習決起集会
　消費税廃止千葉県連絡会は１月１５日、千葉市民会館小ホールで、日本共産党佐々木憲昭衆議院議員を講師に学習決起集会を開きました。集会は、年あけから、消費税増税反対の運動を大きく巻き起こしていくために開かれたもので、１３０人が参加、「増税派のねらいとたたかいの展望」について学びました。
　記念講演で佐々木憲昭議員は、「『構造改革』路線のもとでの増税と負担増への怒りが、参院選で増税ノーの審判を自民、公明に下した。増税派は、しばらくの間、増税は難しいと落ち込んでいたが、１０月から自民、政府、財界あげての大々的な巻き返しが始まり、通常国会に出された予算は、国民のなかに増税やむなしとするため社会保障を削減するなど、増税に向けての下地づくりの役割を担ったもの。今年は増税派との激突の年、総選挙で一大争点にできるのかどうかの決戦の年」と切り出しました。増税派の財界の戦略について、「財界の中心である日本経団連の役員企業の一社平均の総資産、売上高はこの３６年間で１０倍近くになるなど巨大化と多国籍企業化し、大きく変貌した。その結果、国内経済を軽視し、賃金の引き下げや関税撤廃などにより、労働者、中小企業、農業などへのしわ寄せがおこなわれ、海外での企業権益を守るため、憲法改悪による自衛隊の海外派兵を言い出すまでになっている。いまの貧困と格差の拡大の根元には大企業・財界の支配があることをみて、たたかうことが重要」と強調。「税制でも、消費税導入時、大企業は１８．８兆円の経常利益に対し１３．９兆円の税負担をしていたが、０５年には利益が３２．８兆円と倍近くなったのに税金は１３．７兆円と大減税されている。さらに連結納税制度の創設で１兆円、大金持ちも証券優遇税制で１兆円の減税が行われている」とし、こうした背景には、財界が政党に通信簿をつけ、財界の要望に沿えば献金を増やすという仕組みがあることをあげ、「政府は誰のためのものかが問われている」と述べました。
　また、民主党の税制についても、「当面は消費税増税をいっていないが、消費税を基幹税と位置づけ、将来、税率と使途を明らかにして、国民の審判をあおぐとしており、大連立にみられるように自、公と違いはあまり大きくない。世論と運動を強めないと増税の方向にいく」と語りました。
　最後に、佐々木議員は「消費税増税は、格差を拡大し、貧困化を加速させ、中小企業の営業破壊、逆進性をさらに強めることになる。増税しなくても大企業減税を１０年前に戻すだけで４兆円、さらに優遇税制を改めれば２兆円の財源が生まれる。増税阻止のために、大きな構えで運動していこう」と呼びかけました。
　集会を受けて、県各界連は１６日から１８日までの３日間、「消費税増税反対」キャラバン行動に取り組み、千葉、船橋、市川、松戸、柏市を回り、駅頭や商店街で、財界、与党の増税計画や自民、民主の大連立構想のねらいなどを訴え、総選挙で増税政党に厳しい審判を下して増税を阻止しようと訴えました。
　また、県各界連は、地域で各界連を再開し、全国各界連の１０００万署名に応え、署名と２月地方議会に向け、消費税増税反対の請願・陳情をしていくことを呼びかけています。
※各地の各界連の行動を知らせるニュースを送ってください。記事、写真をメールで送信いただければ、ＨＰにも掲載していきます。















